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政策評価と行政事業レビュー

1出所： 総務省行政評価局「効果的な政策立案・改善に向けた政策評価のガイドライン」（2026年7月政策審議会資料より）

2001年、政策評価法

⚫ きっかけは行政改革会議最終報
告（97年）、インプット重視の政
府への対応として導入

⚫ 平成の統治機構改革の最終章
の一つ、府省庁・局・課単位

09年、事業仕分け

⚫ 政権交代後の翌年度予算の財
源捻出を志向

⚫ すべての予算事業が対象

⚫ レビューシートの項目も資金の
流れが中心に

12年、行政事業レビューに転換
⚫ 政権再交代後も継続
⚫ 予算捻出志向は減退

17年のEBPM導入、22年のアジャイ
ル型政策形成・評価WG提言以降、政
策立案への反映をさらに打ち出し
⚫ 近年は「有効性」の観点を強化
⚫ 役に立つ評価への転換



行政事業レビューのスケジュール

2出所： 政府の行政改革「行政事業レビュー」（同HPより、2026年8月閲覧）

予算編成に連動

⚫ 各府省庁の事業が対象

⚫ 概算要求→編成→予算
案策定（閣議決定）

春の公開プロセス（府省庁）

⚫ 予算の概算要求に向け
たプロセスの一環

秋のレビュー（府省庁横断）

⚫ 概算要求後の予算案・
次年度の執行への反映



アジャイルWG提言（2022年）「行政の「無謬性神話」からの脱却に向けて」

3出所： 内閣官房行政改革推進本部事務局・アジャイル型政策形成評価WG提言（2022年5月）

政策に対する社会の応答であるエビデンスをしっかり受けとめ、
PDCAをしっかり回して、政策（法・制度・事業等）の有効性を高めていく。



デジタル時代にふさわしい政策形成・評価のための具体的方策に関する答申

4出所： 政策評価審議会答申（2022年12月）

基本的な考え方は船の絵のとおり

⚫ 政策目的をしっかり定めつつ、
効果測定を繰り返し、必要な
軌道修正を重ねる

⚫ 変化への対応に主眼

⚫ 立案での仮説構築、その後の
効果測定に重点

次なる立案・改善につながるのが
優れた評価

⚫ 画一的な評価方法ではなく、
政策の個別性や多様性に応じ
た制度運用へ転換

⚫ その後のガイドラインや各府
省庁への対応等に反映



求められるのは必要性や効率性よりも有効性
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A. 事業の「必要性」に着目した検討
⚫ 「〇〇法や閣議決定に基づいて・・・」
⚫ 「最近、深刻になってきています・・・」

予算獲得、インプット志向が強すぎる
聴き手からすれば「そこはわかってます」
「大切なのは、それでどうするか」

B. 事業の「効率性」に着目した検討
⚫ 「きちんと競争入札して・・・」
⚫ 「段階的に政府負担を減らしながら・・・」

ムダ削減から攻める有識者も皆無ではないが、いま
どき、それでは政策や事業はよくならない

それだけでは、現代社会が求める本来の行政の役割
を発揮できない
そもそも担当課内でもできるはず

C. 事業の「有効性」に着目した検討
⚫ 目的達成のため、より効果の高い方策は？

- 事業を進め見えてきた成果を踏まえた改善

- 政策が想定どおりに進まない場合、思い切って
政策手段の入替えや、別の政策に転換

⚫ 直面するボトルネックは何か、どう越えるか？

- 事業が導き出すアウトプットから、政策目的の
対象に起きる望ましい変化であるアウトカムを
いかに引き出すか

- 当初のアウトカムをいかに拡大し、中期や長期
のアウトカムにつなげるか

- アウトカムやインパクトの創出にこだわる

そもそも、政策や事業の対象である社会は多様で課題
解決は難しいことを前提に知恵を出し合う

複雑で変化の速い社会であっても、政策立案の精度を
さらに向上させ、しっかりと結果を出せる行政に

参 考



行政改革の現在地

6出所： 内閣官房行政改革会議事務局「時代の変化に機動的・柔軟に対応する行政について」（2025年１月行政改革会議資料より）

基礎的なEBPMの実践を通じ、
政策効果を高める

⚫ PMの質の向上に力点

DXとAIの積極活用による現
場負担の軽減

⚫ レビューシートシステムの
バージョンアップ

⚫ 制度と事業のコミュニ
ケーション不足も補完

公務員のやりがいの向上と働
き方改革にも貢献



政策評価制度の運用見直しの流れ

7出所： 総務省行政評価局「政策評価に関する基本方針の見直しの振り返りを踏まえた今後の支援策 －次なる政策改善を導くための評価とするために－」（2026年3月政策審議会資料より）



立案につながる評価、意思決定に活かされる評価、メリハリある評価

8出所： 総務省行政評価局「政策評価に関する基本方針の見直しの振り返りを踏まえた今後の支援策 －次なる政策改善を導くための評価とするために－」（2026年3月政策審議会資料より）



政府が進めてきたEBPMの取組みの経緯①

9出所： 行革会議事務局資料より

参 考



政府が進めてきたEBPMの取組みの経緯②

10出所： 行革会議事務局資料より

参 考



政府が進めてきたEBPMの取組みの経緯③

11出所： 行革会議事務局資料より

参 考



政策デザイン（EBPM・PDCA）が求めるのは仮説検証のプロセスと同じ

立案段階の仮説設定がスタート

⚫政策対象の現状をいかにあり
たい姿に近づけていくか

ボトルネックは何か、政策や事業の
工夫でいかに乗り越えるか

⚫政策対象へのアプローチ：政策
対象の多くは情報弱者である
場合が多い

⚫カネだけではないアプローチ：
政策対象における不足はカネ
だけではない

⚫社会資源へのアプローチ：いか
に協力してもらうか、その意欲
を引き出すか

ボトルネックへの対応などを含めた
目論見をしっかり作ることで仮説が
できあがる

⚫〇〇の政策課題の解消・改善に
は△△と◇◇を組み合わせた
アプローチがうまくいく、これ
が進めば、数年後の見直し時に
は□□の状態となっている
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政策を執行しながら、仮説を検証してい
く、そのためには検証の材料が必要

検証の材料の収集こそ、エビデンス集め
であり、モニタリング
⚫どこで、何を集めるか

集める仕掛けをどうするか、政策や事業
の設計とセットで取り組む

⚫立案時（執行前）に決めておかない
と、後からは集められない

少なくとも、事前/事後の分析はしたい

ロジックモデルの作成は言語化のプロセス（書いて残す）
⚫数字だけではなく、言葉をうまく用いる
⚫形式知化こそ重要

政策や事業の直接の結果がアウトプット
⚫事業規模の根拠と直結（拠点数、回数、規模・・・）

政策課題の当事者における改善がアウトカム、それを積み重ねて
いったゴールがインパクト
⚫目論見に沿った流れ、立案者の戦略が見える
⚫改善の兆候が初期アウトカム（刻んで考える）

- 初期アウトカムの戦略性こそ重要

立 案 モニタリング設計 ロジックモデル（レビューシートも同じ）の作成

うまく説明するばかりではなく、すぐれた知恵をもらうという姿勢で臨む

⚫とくに、現場の最前線の知恵の受けとめが政策改善のカギに

仮説検証の観点は「次なる改善をいかに見出すか」であって、「うまくいった」と言い切ることではない

⚫うまくいったという言い切りはスタティック（静的）な評価で、長い目で見れば、逃げ切れない

次なる改善を見出す＝ダイナミック（動的）な評価ができれば、その後のあらゆる対応に活用できる
⚫自らの政策や事業の改善、現場へのアドバイス、横展開のための着眼・・・／財政当局や政治への説明

ダイナミックな評価のためには、全体や平均だけではなく、バラツキを見ることが有用
⚫うまくいっている箇所（領域など）とうまくいっていない箇所の比較

- さらなる改善のヒントを現場などから教わる／うまくいかない拠点に改善の知恵を示す

手元にあるエビデンスの中から「何を比較するか」について見出すのも実務家の大切な職務

ロジックモデルを使ったコミュニケーション



まずは制度と事業を組み合わせた政策の効果発現を求めているところ
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組織内外の分断は深刻な状況。制度担当と事業担当のコミュニケーションが起点に。

政策体系：大きな三角形と小さな三角形

事業の位置づけ
⚫ 大きな三角形の中で、何を担うか

⚫ 具体的に、誰にアプローチし、何を加速さ
せるのか
- 他の事業との関係性・役割/機能分担
- 法・制度や他の事業とのシナジー

⚫ 事業が想定する時間軸（より短期・中期）

法・制度が定める枠組み、これで実現すること

⚫ 国、地方、大学・研究機関、企業、市民社会
等の役割
- 何を任せ、何を担い、何を実現するか

⚫ 法・制度が想定する時間軸（より長期）

政策体系全体で目指すものは何か
⚫ 目指す姿と現状を踏まえた課題

- 何を克服していくのか
- 目指す姿の実現のために何を変えるか

大きな三角形を常に意識
し、政策論として検討を深
めることを通じて、政策立
案の精度をさらに高める。

目の前の事業ばかりを見
て、個別最適に陥らない。

事業にとっての前提であ
る大きな三角形を踏まえ
た、事業の目的や概要を
しっかり書き込む。

そのためにも、組織内外で
の密接なコミュニケーショ
ンが必要に。

事業が政策体系の一部であることを踏まえ、事業の全体像を描ききる

出所：内閣官房行政改革推進本部事務局作成「行政事業レビューシート作成ガイドブックVer.1.1」（2024年9月）、P23を参考に一部修正、亀井『実務家のための政策デザイン入門』（PHP研究所、2025）



国際秩序の転換に伴い、新しい政策が必要に
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ダニ・ロドリック（Dani Rodrik）
プリンストン高等研究所教授。専門は国際経済学、
開発経済学、国際政治経済学。

ハイパーグローバル化・新自由主義の限界をいち
早く見出し、政府による再分配やマクロ経済管理
など、国家の役割の重要性を説いた

『グローバリゼーション・パラドクス』（２０１１、邦訳
２０１３） など

出所：「ハイパー・グローバル化の次の未来」、『Voice』2026年8月号（PHP研究所）p100～112を参考に筆者作成

過去のパラダイム これからの時代に求められるもの

ハイパー・グローバル化
⚫ 市場メカニズムへの過度な依存

効率性の徹底追求

⚫ 供給網の脆弱化と地政学リスク
の増大

限定的な国家の役割

⚫ 市場の失敗に対する事後的な
介入と救済

新しい政策

⚫ 国家安全保障、レジリエンス、気候変動、持続可能
性を重視した産業、イノベーション等に関する政策

⚫ 過去の政策の失敗を踏まえ、機能する政策として
の設計、とくに厳格なディシプリンが不可欠に

イノベーションを導く戦略的な公共投資
⚫ 半導体、AI、ロボティクス、グリーン技術、防衛など、

社会課題解決とイノベーションを目的とした戦略
分野への積極的関与

学習プロセスとしての政策のPDCAサイクル

⚫ 官民がリスクとゴールを共有し、動的な仮説検証を
進めながら、政策を動かし、共に学ぶプロセス

⚫ 必要に応じた政策変更の土台に

政策を成功に導き、国家の介入を正当化するためには、厳格な評価と改善サイクルが不可欠に

⚫ 市場の失敗が明確な領域において公的関与を正当化する唯一の条件は厳格な評価と改善の仕組み

⚫ 初期段階でうまくいかない場合、必要な修正（撤退も含め）ができる仕組みを持てるかどうか

⚫ 財政だけではない、立案・執行・評価・改善という運用の規律こそが求められているところ



府省庁横断型の政策の位置づけは今後の課題の一つ
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個別事業＝行政事業レビュー
⚫ 事業としてのロジックモデルをきちんと描写
⚫ 省・局・課単位の三角形との整合性も

省単位での政策＝政策評価
⚫ 特定の政策課題領域について、組織が取り組む事業だけ

ではなく、制度・運用等も含めた省全体としての執行に関
するロジックモデルをきちんと描写

⚫ 大きな三角形、小さな三角形との整合性も

府省庁横断型の政策＝？？？
⚫ 特定の政策課題領域について、整合的で網羅的な国全体

のロジックモデル等がある
- 国として掲げた目標に到達可能
- 各府省庁の役割分担の明確化も

⚫ 国全体として、必要な追加資源投入すべきボトルネックや
チョークポイントも可視化
- 追加リソース投入に関する判断の根拠に
- 単なるホチキス留めではダメ

政策としての目標、目論
見と役割分担・責任をしっ
かり共有して進める

その後、必要なタイミン
グで効果測定を行い、必
要な改善を施す

関係者間でロードマップ
等の共有等をコミュニ
ケーションを重ねつつ、事
業を推進
⚫MOTの運用と同じ

- インパクトマップ

- 要素技術・パテント
マップ

- ロードマップ・・・

A省 B省

・・・ ・・・

府省庁横断型の政策について、いずれの組織（内閣官房？、内閣府？）が見るのか、
専門家・有識者の登用だけではなく、事務局の権限・要員確保・能力等の課題も克服する必要がある。



自己紹介

PHP総研主席研究員
政策研究大学院大学特任教授

1971年神奈川県伊勢原市生まれ。1993年慶応義塾大学経済学部卒業。

日本興業銀行、ボストン・コンサルティング・グループ、衆議院議員、立教大学大学
院社会デザイン研究科特任教授等を経て現職。立教大学大学院社会デザイン研
究科客員教授、NPO法人アジア教育友好協会理事長も務める。

専門は公共政策、政策デザイン、政策立案・評価、CSR経営。

行政改革推進会議有識者構成員、内閣官房EBPM補佐官、政策評価審議会委員、
各省のアドバイザー等として、政策の効果をより高めていくとの観点に立ち、
仮説を持って社会に臨み、機動的で柔軟な政策デザインを実践していけるよう、
助言・支援に取り組むと共に、公共を担う組織の開発、人材育成も担う。

NPOでは、日本の社会からの寄付を原資に、アジアの山岳少数民族の子どもたち

の教育の底上げ・充実のため、学校・図書館の建設やマイノリティならではの課題
を踏まえた教育プログラムの普及と開発にも取り組む。

亀井善太郎
かめいぜんたろう
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ご質問・ご意見があれば、

z-kamei[at]grips.ac.jp [at]を@に書き換えて

に、本講義を聞いたと添えて、お問合せください。
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